
 

つよくあれ、日本。 

勇気もて、埼玉。 

県政は今、どうすべきか。 
このたびの東日本大震災により被災されました多く

の皆様に、心よりお見舞い申し上げます。また、亡くな

られた方々へ謹んでお悔やみを申し上げます。 

私達は、この国難といえる状況に立ち向かい、被災

地を必ずや復興させ、日本全体の復活を遂げさせなけ

ればなりません。 

今、政治の役割は限りなく大きくなっています。政治

とは、痛みの分かち合いであり、リーダーは災害復興

事業を通じて、国民が力を合わせ、心を一つに集める

ような舵取りを行なうことが求められます。 

県政においては、知事の強いリーダーシップの下

に、長期化が予想される被災地の復興支援、県内疎開

者の生活再建、打撃を受けた経済、雇用の復活、被害

を受けた県北東部の復旧など、災害に強い埼玉県をつ

くっていく道筋を示して、行動していく必要があります。 

県議会は、議員立法という「強い武器」を活かして県

政を動かし、今回課題となった被災者支援、節電対

策、風評被害、自治体連携、県民生活の保護などを強

化する条例化を急ぎ、被災に柔軟に対処できる体制整

備を会派を超えて議論していく事が肝要です。 

私は、市議時代より「政治の役割は住民の安全保

障」との理念に基づいて、防災対策条例の制定や、危

機発生時の災害対策本部行政の実戦的訓練（図上演

習）を取り入れる事など、議会で自治体の危機管理に

関する提言をして参りました。 

また、自治体危機管理学会（JEMA）に設立当初か

ら参加しており、一人の犠牲者も出さずに三宅島噴火

の全島避難を指揮した、元東京都副知事の青山やすし

氏の薫陶を受け、危機管理の重要性について学びまし

た。 

埼玉県議会選挙に向けては、本年２月に発表した県

政改革八策に「危機管理体制の構築」と「消防救急機

能の高度化」の２項目を掲げました。被災時の被害を

最小限にする具体的政策を訴えて参ります。 

私たちは、一人ひとりの力は小さく、自然災害の大き

な力の前に、無力さを感じてしまうかもしれません。し

かし、それでも、人類は国をつくり、次世代を育て、文明

を紡いでいこうと、必死に生命をつなぎ続けてきまし

た。 

日本人は、これまで２度、奇跡を起こしました。１度目

は、明治維新であり、２度目は戦後の復興です。戦後

最悪の災害は、私達に、３度目の挑戦状を突きつけて

きました。 

私達は、もう一度「奇跡」を起こすために、この挑戦を

甘んじて受け止め、心をひとつに集め、力を合わせて

強くなっていきましょう。 

埼玉県は、他県に比べ、被害が少ない地域です。だ

からこそ、いま何が自分に出来るのかを、一人ひとりが

考えて、支援の輪を拡げ、できる事から、勇気を持っ

て、行動しましょう。私たちは、絶対にできるはずです。

共に、この難局を乗り越えていきましょう。 
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